
感染症有事における保健所コア業務と関係機関等
との役割分担に関する参考資料

参考資料３



（50歳以上or基礎疾患ありor肺炎像有等）
積極的疫学調査・方針決定

退院 退所

医療費公費負担決定通知書の作成

（発症日から10日経過 等）

PDF化・HERSYS入力
FAXの場合

HERSYS移管
本人所在地が管外

療養期間終了証明書等の作成

発生届処理

疫学調査・
トリアージ
（療養先の振分け）

療養調整

療養中の
患者対応

療養終了

（50歳未満かつ基礎疾患なし）
SMSによる情報提供で保健所対応は終了

入所施設 自宅療養
入院（宿泊）待機者フォロー

宿泊調整入院調整

発生届の受理

携帯番号がある人は全員にSMS送信

パルス・ウェアラブル
（対象者のみ）

宿泊調整
本人が web申込本人が web申込

クラスター
調査

必要時

取り下げ MY-HERSYS案内
(希望者のみ）COCOA番号振出し

不応者対応 療養終了

施設内療養
（配置医等支援事業）

入院 宿泊療養 【健康観察】
医療機関・保健所・FUC

自己管理

（必要時）入院待機ステーション・酸素ステーション

（発症日から概ね 10日経過）

【健康観察】
自己管理・医療機関・FUC

食料・パルス

本人がweb申込
市町村から必要時支援 うちさぽ東京（自宅療養サポートセンター）

医療相談・食料・パルス配送

自宅療養

保健所手配

都保健所における新型コロナ業務の流れ（令和4年7月時点）

他自治体

必要時

移送（民救・陰圧車）
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2022年6月15日付新型コロナウイルス感染症対応に関する有識者会議 報告書
「新型コロナウイルス感染症へのこれまでの取組を踏まえた次の感染症危機に向けた中長期的な課題について」抜粋



【参考】都保健所の負担軽減に関わる対応策

感染症対応業務 種別 外部委託 都による一元化 市町村連携 東京都における対応策*1

1. 相談対応 都民対応 〇 〇 〇
（都）帰国者・接触者電話相談センター開設
（都）東京都発熱相談センター開設
（都）新型コロナコールセンター
（市町村）住民からの相談対応

2. 発生届出受理 事務 ー ー ー ー

3. 疫学調査 都民対応 ー ー ー ー

4. 入院・療養調整 事務・調整 〇 〇 ー
（都）入院及び宿泊入所調整本部設置
（委託）地域医、訪問看護師による診療・訪問
（委託）医療機関による健康観察
（委託）助産師による妊産婦への健康観察

5. 療養サポート・健康観察 都民対応 〇 〇 〇

（都）宿泊療養施設の稼働
（都）自宅療養者フォローアップセンター設置
（都）自宅療養サポートセンター（うちさぽ東京）設置
（市町村）自宅療養者等の生活支援

・パルスオキシメーターの配布・回収
・食料や生活物資等の配布

6. 療養終了処理
※退院・退所日時確認、カルテ処理など 事務 ー ー ー ー

7. 手続き等 事務 ー ー ー ー

■都保健所における負担軽減の対応及び対応策

*1：システムに関する対応策は除く（デジタル化の推進の項目を参照）

• 会計年度任用職員の活用（保健師・看護師）【各保健所採用】
• 人材派遣職員の活用（保健師・看護師、事務）
• トレーサー班の派遣（保健師・看護師・事務）【感染症対策部採用】

外部人材の活用に
よる負担軽減

• 外部委託や業務の一元化、市町村連携による自宅療養者支援等の取組により保健所の負担軽減が図られていた
• 一方で、感染症対応業務のうち事務処理に関しては、一層の外部委託や業務の一元化の対応が可能であり、更なる負担軽減の余地がある

負担軽減の余地がある
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【参考】保健所の負担軽減に関わる対応策の整理

保健所職員でなければ対応が困難な業務以外の対応策*1

感染症対応業務 種別 外部委託 都道府県等による一元化

1. 相談対応 都民対応 〇 電話相談 〇 電話相談

2. 発生届出受理 事務 〇 発生届の入力 ー

3. 疫学調査 都民対応 ー ー ー

4. 入院・療養調整 事務・調整 ー ー 〇 入院調整
宿泊療養施設の入所調整

5. 療養サポート・健康観察 都民対応 〇
パルスオキシメーター等の配布・回収
食料や生活物資等の配布
健康観察

〇
パルスオキシメーター等の配布・回収
食料や生活物資等の配布
健康観察

6. 療養終了処理
※退院・退所日確認、カルテ処理等 事務 ー ー ー ー

7. 手続き等 事務 〇 各種証明書交付 〇 各種証明書交付

*1：事務連絡「新型コロナウイルス感染症対応に係わる今後の保健所等の体制について」（令和4年4月4日）
*2：事務連絡「感染症法第44条の3第6項の規定による都道府県と市町村の連携について（周知）」（令和3年8月25日）

■保健所業務において、保健所職員でなければ対応が困難な業務以外の対応策

保健所が注力すべき業務

市町村との
連携*2

新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和3年法律第5号）による改正後の感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号。以下「感染症法」という。）第44条の3第6項の規定（以下「連携規
定」という。）により、都道府県が自宅療養者等に対する食事の提供等の生活支援を行うにあたっては、必要に応じて市町村と連携す
るよう努めなければならないこととされ、都道府県等と市町村が連携して自宅療養者等の生活支援を行うことが可能となった

• 保健所職員でなければ対応が困難な業務以外は外部委託または都道府県等による一元化の方向性が示されているが、疫学調査においては保健
所が注力すべき業務となっている
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